
事 業 概 況 （平成 29年 6月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

  平成 29年度労災保険業務機械処理の平成29年 6月末現在における保険給付支払総額は2,139億円で、前年同期と同水

準であった。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が1,181億円で55.2％と最も大きく、次いで療養補償給

付が606億円で28.3％を占めている。以下、休業補償給付が11.2％、障害補償一時金が3.3％、遺族補償一時金が0.9％、

介護補償給付が0.8％、葬祭料が0.2％、二次健康診断等給付が0.1％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、二次健康診断等給付が7.7％増、療養補償給付が4.5％増、

遺族補償一時金が1.3％増となっているのに対し、障害補償一時金が6.6％減、葬祭料が5.5％減、休業補償給付が2.1％

減、介護補償給付が1.7％減、年金等給付が1.4％減となっている。（第１表） 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 213,965,225 100.0 0.9 △    213,915,281 100.0 0.0

療 養 補 償 給 付 58,015,143 27.1 0.7 △    60,628,553 28.3 4.5

休 業 補 償 給 付 24,414,638 11.4 1.4 △    23,894,197 11.2 2.1 △    

障 害 補 償 一 時 金 7,566,268 3.5 2.9 △    7,066,650 3.3 6.6 △    

遺 族 補 償 一 時 金 1,827,512 0.9 5.0 1,850,709 0.9 1.3

葬 祭 料 496,727 0.2 0.4 469,531 0.2 5.5 △    

介 護 補 償 給 付 1,666,206 0.8 0.5 △    1,637,473 0.8 1.7 △    

年 金 等 給 付 119,762,801 56.0 0.9 △    118,135,557 55.2 1.4 △    

二 次健 康診 断等 給付 215,930 0.1 0.0 232,611 0.1 7.7

平成28年度　28年6月末 平成29年度　29年6月末

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況

 

(注 1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。 

(注 2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が624億円で29.2％、「その他の事業」が601億円で28.1％、

「製造業」が536億円で25.0％となっている。以下、「運輸業」が10.7％、「鉱業」が4.2％、「林業」が1.9％、「船舶所

有者の事業」が0.4％、「漁業」及び「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」がそれぞれ0.3％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「その他の事業」が 2.9％増、「電気、ガス、水道又は熱供給の

事業」が1.7％増、「運輸業」が0.5％増となっているのに対し、「漁業」が11.4％減、「鉱業」が4.2％減、「林業」及び「船

舶所有者の事業」がそれぞれ3.4％減、「製造業」が1.4％減、「建設事業」が0.7％減となっている。（第２表） 

 

 

 



区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 213,965,225 100.0 0.9 △    213,915,281 100.0 0.0

林 業 4,159,301 1.9 2.3 △    4,017,734 1.9 3.4 △    

漁 業 780,053 0.4 3.3 690,975 0.3 11.4 △   

鉱 業 9,353,261 4.4 7.1 △    8,964,281 4.2 4.2 △    

建 設 事 業 62,884,626 29.4 2.4 △    62,430,011 29.2 0.7 △    

製 造 業 54,331,497 25.4 0.6 △    53,551,300 25.0 1.4 △    

運 輸 業 22,681,012 10.6 0.1 △    22,799,426 10.7 0.5

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
526,243 0.2 1.5 535,381 0.3 1.7

そ の 他 の 事 業 58,353,574 27.3 1.1 60,060,600 28.1 2.9

船 舶 所 有 者 の 事 業 895,657 0.4 11.1 865,573 0.4 3.4 △    

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

対前年

同　期
増減率

金 額 構成比

平成29年度　29年6月末

第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

平成28年度　28年6月末

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が644億円で54.5％と最も大きく、次いで障害補償

年金が450億円で38.1％、傷病補償年金が88億円で7.4％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が391億円で33.1％、「製造業」が340億円で28.8％、「そ

の他の事業」が226億円で19.1％となっている。以下、「運輸業」が10.6％、「鉱業」が5.6％、「林業」が1.9％、「漁業」

が0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.3％、「船舶所有者の事業」が0.2％となっている。（第３表） 

 

平成29年度　29年6月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合      計

　業　種 年       金 年       金 年       金 （年金等給付）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 44,987,259 64,385,199 8,763,100 118,135,557 100.0

林 業 643,897 1,499,199 106,115 2,249,211 1.9

漁 業 118,685 381,194 16,162 516,041 0.4

鉱 業 610,037 4,649,815 1,375,964 6,635,817 5.6

建 設 事 業 12,589,763 23,247,447 3,236,483 39,073,693 33.1

製 造 業 16,955,414 15,376,441 1,680,719 34,012,574 28.8

運 輸 業 4,697,191 7,162,235 663,022 12,522,448 10.6

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
79,737 238,168 21,797 339,702 0.3

そ の 他 の 事 業 9,236,809 11,674,982 1,651,441 22,563,231 19.1

船 舶 所 有 者 の 事 業 55,728 155,718 11,395 222,841 0.2

構 成 比 38.1% 54.5% 7.4% 100.0% －

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況

 

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。 

 

 

 

 



 

保 険 料 

 

  平成 29年度労災保険業務機械処理の平成29年 6月末現在における保険料徴収決定済額は1,403億円で、前年同期に比

べて16.2％増となっている。保険料収納済額は358億円で、前年同期に比べて9.7％増となっている。一方、収納率につ

いてみると25.5％となっており、前年同期に比べて1.6ポイント下回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が559億円で39.8％と最も大きく、次いで、「その他の事

業」が477億円で34.0％、「製造業」が229億円で16.3％を占めている。以下、「運輸業」が7.5％、「船舶所有者の事業」

が1.1％、「林業」及び「鉱業」がそれぞれ0.5％、「漁業」が0.2％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が0.1％とな

っている。（第４表） 

 

区　分　

平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度 平成28年度 平成29年度

　業　種 28年6月末 29年6月末 28年6月末 29年6月末 28年6月末 29年6月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 120,750,037 140,305,435 100.0 16.2 32,669,943 35,827,205 100.0 9.7 27.1 25.5

林 業 755,620 741,425 0.5 1.9 △   400,533 420,655 1.2 5.0 53.0 56.7

漁 業 230,202 262,398 0.2 14.0 93,764 93,828 0.3 0.1 40.7 35.8

鉱 業 567,116 662,644 0.5 16.8 89,459 110,769 0.3 23.8 15.8 16.7

建 設 事 業 51,100,142 55,894,869 39.8 9.4 14,794,506 16,572,342 46.3 12.0 29.0 29.6

製 造 業 20,009,873 22,883,485 16.3 14.4 3,112,528 3,511,059 9.8 12.8 15.6 15.3

運 輸 業 9,399,812 10,506,504 7.5 11.8 1,340,492 1,353,488 3.8 1.0 14.3 12.9

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
80,925 114,177 0.1 41.1 20,639 26,168 0.1 26.8 25.5 22.9

そ の 他 の 事 業 36,886,526 47,658,987 34.0 29.2 12,514,580 13,389,186 37.4 7.0 33.9 28.1

船舶所有者の 事業 1,719,820 1,580,947 1.1 8.1 △   303,443 349,710 1.0 15.2 17.6 22.1

構成比

対前年

同　期
増減率

構成比

対前年

同　期
増減率

保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況

 


